
１　決算規模１　決算規模１　決算規模１　決算規模○○ 決算状況決算状況決算状況決算状況 （単位：百万円，％）15,83915,83915,83915,839 1.21.21.21.2 △ 0.5△ 0.5△ 0.5△ 0.517,61117,61117,61117,611 1.41.41.41.4 △ 0.5△ 0.5△ 0.5△ 0.5△ 1,771△ 1,771△ 1,771△ 1,771 △ 6.3△ 6.3△ 6.3△ 6.3 2.22.22.22.2△ 1,589△ 1,589△ 1,589△ 1,589 △ 17.4△ 17.4△ 17.4△ 17.4 △ 13.3△ 13.3△ 13.3△ 13.3△ 182△ 182△ 182△ 182 △ 1.0△ 1.0△ 1.0△ 1.0 12.012.012.012.0△ 2,191△ 2,191△ 2,191△ 2,191 △ 109.1△ 109.1△ 109.1△ 109.1 437.7437.7437.7437.7△ 2,175△ 2,175△ 2,175△ 2,175 △ 18.9△ 18.9△ 18.9△ 18.9 51.051.051.051.01,0671,0671,0671,067 13.713.713.713.7 121.2121.2121.2121.24,9884,9884,9884,988 330.1330.1330.1330.1 △ 81.6△ 81.6△ 81.6△ 81.6△ 8,288△ 8,288△ 8,288△ 8,288 △ 41.9△ 41.9△ 41.9△ 41.9 759.1759.1759.1759.1決算規模の伸率の推移決算規模の伸率の推移決算規模の伸率の推移決算規模の伸率の推移 （単位：％）

（注）各表の計数は，表示単位未満の数値を四捨五入しているため，差引等において一致しない場合がある。

　平成26年度歳入決算額は，国の緊急経済対策に伴う地域の元気臨時交付金は皆減（△136億円）したものの，消費税率の引き上げに伴う地方消費税交付金の増（59億円）や，小・中学校の耐震化のための緊急防災・減災事業債等の地方債の増（98億円）等により，全体では1.2％の増となり，1兆3,337億円となった。

4.422年度△ 2.4
2,0092,0092,0092,009

△ 1.3 23年度24年度
7,7697,7697,7697,769
△ 0.526年度 △ 1.5 △ 2.1
1,5111,5111,5111,511

歳 出
繰 上 償 還 金実 質 単 年 度 収 支積 立 金 取 崩 額

歳 入区 分 3.91.21.4
11,49611,49611,49611,49619,76319,76319,76319,76325年度△ 0.5

8,8368,8368,8368,83611,47511,47511,47511,475
18,81218,81218,81218,8129,1489,1489,1489,1481,317,9091,317,9091,317,9091,317,909実 質 収 支 1,289,9481,289,9481,289,9481,289,94827,96027,96027,96027,96026,18926,18926,18926,1897,5597,5597,5597,55918,63018,63018,63018,630歳 入 歳 出 差 引歳 入 総 額 1,333,7481,333,7481,333,7481,333,748歳 出 総 額 1,307,5591,307,5591,307,5591,307,559翌 年 度 繰 越 財 源単 年 度 収 支積 立 金 6,4996,4996,4996,499△ 182△ 182△ 182△ 1829,3219,3219,3219,321

平成２６年度　広島県内市町普通会計決算の概況平成２６年度　広島県内市町普通会計決算の概況平成２６年度　広島県内市町普通会計決算の概況平成２６年度　広島県内市町普通会計決算の概況　平成26年度の県内市町の普通会計決算については，前年度に比べ歳入総額は158億円（1.2％）の増，歳出総額も176億円（1.4％）の増となった。
区 分 伸び率 前年度伸び率26年度 増減額

　平成26年度歳出決算額は，地域の元気臨時交付金事業の終了等の影響で普通建設事業費のうち補助事業費が大きく減少（△183億円）したものの，社会福祉関係経費の充実や臨時福祉給付金給付事業等の影響による扶助費の増（148億円）や，広島市土砂災害の影響による災害復旧事業費の増（55億円）等により，全体では1.4％の増となり，1兆3,076億円となった。 25年度

9,00010,00011,00012,00013,00014,000

１３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６

億 円

年 度

第１図 決算の推移
歳入歳出



２　決算収支２　決算収支２　決算収支２　決算収支○ 単年度収支は，市町全体で赤字となり，団体毎では23団体のうち10団体が赤字となった。○ 実質単年度収支は，市町全体では黒字となったが，団体毎では23団体のうち6団体が赤字となった。実質収支，単年度収支，実質単年度収支の推移実質収支，単年度収支，実質単年度収支の推移実質収支，単年度収支，実質単年度収支の推移実質収支，単年度収支，実質単年度収支の推移 （単位：百万円）
単年度収支額の対前年度比較単年度収支額の対前年度比較単年度収支額の対前年度比較単年度収支額の対前年度比較 （単位：百万円）団体数 単年度収支額 団体数 単年度収支額 団体数 単年度収支額1 37 1 41 0 △ 46 1,597 5 3,295 1 △ 1,6986 423 4 262 2 16113 2,057 10 3,598 3 △ 1,5410 0 0 0 0 07 △ 2,157 8 △ 1,344 △ 1 △ 8133 △ 83 5 △ 246 △ 2 16310 △ 2,239 13 △ 1,589 △ 3 △ 6501 37 1 41 0 △ 413 △ 560 13 1,952 0 △ 2,5129 341 9 16 0 32523 △ 182 23 2,009 0 △ 2,191実質単年度収支額の対前年度比較実質単年度収支額の対前年度比較実質単年度収支額の対前年度比較実質単年度収支額の対前年度比較 （単位：百万円）団体数 単年度収支額 団体数 単年度収支額 団体数 単年度収支額0 0 1 1,928 △ 1 △ 1,92810 10,709 11 17,269 △ 1 △ 6,5607 2,055 6 1,708 1 34717 12,764 18 20,905 △ 1 △ 8,1411 △ 231 0 0 1 △ 2313 △ 702 2 △ 532 1 △ 1702 △ 355 3 △ 610 △ 1 2556 △ 1,289 5 △ 1,142 1 △ 1471 △ 231 1 1,928 0 △ 2,15913 10,007 13 16,738 0 △ 6,7319 1,700 9 1,098 0 60223 11,475 23 19,763 0 △ 8,288（注）各表の計数は，表示単位未満の数値を四捨五入しているため，差引等において一致しない場合がある。

19,76318,630 2,300
黒字団体 合 計都 市町

25年度(B)実 質 単 年 度 収 支 11,475 17,7772,450

増減(A-B)

△ 37817,398

26年度(A) 25年度(B)
都 市町

増減(A-B)区 分 26年度(A)大 都 市

合 計

合計 合 計
合 計大 都 市都 市町

赤字団体 大 都 市

区 分黒字団体 大 都 市都 市町赤字団体 大 都 市都 市町合 計合計 大 都 市都 市町合 計

　実質収支は30年連続全団体黒字で，前年度に比べ2億円減少し，186億円となった。
11,676 23,292△ 59524年度 22年度23年度18,8122,009単 年 度 収 支 △ 182 25年度区 分 26年度実 質 収 支 16,803



３　歳入３　歳入３　歳入３　歳入
○ 歳入決算額の内訳歳入決算額の内訳歳入決算額の内訳歳入決算額の内訳 （単位：百万円，％）構成比 構成比716,456 53.7 710,317 53.9 6,139 0.9 0.4439,746 33.0 438,879 33.3 867 0.2 1.456,039 4.2 51,784 0.8 4,255 8.2 5.0218,516 16.4 217,331 16.5 1,185 0.5 △ 2.513,292 1.0 12,956 1.0 336 2.6 6.022,906 1.7 22,732 1.7 174 0.8 △ 0.47,458 0.6 7,593 0.6 △ 135 △ 1.8 5.2215,507 16.2 223,241 16.9 △ 7,734 △ 3.5 12.065,945 4.9 65,363 5.0 582 0.9 3.012,050 0.9 9,349 0.7 2,701 28.9 52.618,950 1.4 8,990 0.7 9,960 110.8 △ 46.526,049 2.0 25,138 1.9 911 3.6 12.674,301 5.6 82,424 6.3 △ 8,123 △ 9.9 △ 4.4158,635 11.9 148,845 11.3 9,790 6.6 △ 16.870,248 5.3 74,324 5.6 △ 4,076 △ 5.5 7.02,199 0.2 962 0.1 1,237 128.6 △ 4.51,333,748 100.0 1,317,909 100.0 15,839 1.2 △ 0.5（単位：百万円，％）26年度 25年度 24年度 23年度 22年度716,456 710,317 707,454 713,869 715,038伸び率 0.9 0.4 △ 0.9 △ 0.2 1.2786,704 784,641 776,980 779,472 789,263伸び率 0.3 1.0 △ 0.3 △ 1.2 4.4（注１）各表の計数は，表示単位未満の数値を四捨五入しているため，差引等において一致しない場合がある。（注２）各表で示す「一般財源（狭義）」とは，次の歳入科目の合計である。（注３）「県税交付金等」とは，次の歳入科目の合計である。

　一般財源（狭義）は，景気回復により地方税が増収となったことや，広島市土砂災害の影響で特別交付税が増加したことにより，全体では0.9％の増となった。　また，地域の元気臨時交付金の皆減等により国庫支出金が減少（△3.5％）したものの，小・中学校の耐震化のための緊急防災・減災事業債の増による地方債の増加（6.6％）等により，歳入総額としては1.2％の増となった。　歳入総額に占める一般財源（狭義）の割合は，一般財源（狭義）の増に対し，地方債等のその他の歳入が更に増となったため，前年度を0.2ポイント下回る53.7％となった。
国 庫 支 出 金

うち臨時財政対策債繰 越 金

前年度伸び率増減額
使 用 料手 数 料繰 入 金

伸び率うち県税交付金等

そ の 他 の 収 入歳 入 合 計一般財源（狭義）一般財源（狭義）の推移一般財源（狭義）の推移一般財源（狭義）の推移一般財源（狭義）の推移区　　分
地方譲与税，利子割交付金，配当割交付金，株式等譲渡所得割交付金，地方消費税交付金，ゴルフ場利用税交付金，特別地方消費税交付金，自動車取得税交付金，軽油引取税交付金

一 般 財 源 （ 狭 義 ）う ち 市 町 村 税区 分 26年度

諸 収 入

25年度
財 産 収 入
う ち 地 方 交 付 税分 担 金 及 び 負 担 金
地 方 債

県 支 出 金

地方税，地方譲与税，利子割交付金，配当割交付金，株式等譲渡所得割交付金，地方消費税交付金，ゴルフ場利用税交付金，特別地方消費税交付金，自動車取得税交付金，軽油引取税交付金，地方特例交付金，地方交付税，交通安全対策特別交付金
減収補てん債・臨財債等含み

7,263 7,192 7,301 7,067 7,150 7,139 7,075 7,103 7,165
370 297 303 496 742 656 695 743 702

01,0002,0003,0004,0005,0006,0007,0008,0009,000
18 19 20 21 22 23 24 25 26

（単位：億円）
減収補てん債･臨時財政対策債発行額等一般財源（狭義）

第第第第2222図図図図 一般財源一般財源一般財源一般財源のののの推移推移推移推移
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４　歳出４　歳出４　歳出４　歳出
[主な目的別経費の増減]○ 　民生費は，社会福祉関係経費の充実や臨時福祉給付金給付事業等により，6.0％の増となった。○ 　土木費は，地域の元気臨時交付金事業の終了等により，3.2％の減となった。○ 　災害復旧費は，広島市土砂災害の影響により，361.5％の増となった。歳出総額の推移歳出総額の推移歳出総額の推移歳出総額の推移 （単位：億円）5,541 5,515 5,711 5,796 5,8346,614 6,427 6,376 6,464 6,635920 957 879 900 97713,076 12,899 12,966 13,161 13,445目的別決算額の伸び率目的別決算額の伸び率目的別決算額の伸び率目的別決算額の伸び率 （単位：百万円，％）決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率129,174 9.9 △ 3.5 133,838 10.4 5.7436,393 33.4 6.0 411,711 31.9 1.2130,840 10.0 4.9 124,720 9.7 △ 5.226,956 2.1 5.2 25,634 2.0 △ 14.6166,971 12.8 △ 3.2 172,481 13.4 2.8127,471 9.7 △ 5.9 135,445 10.5 0.07,002 0.5 361.5 1,517 0.1 △ 1.6178,208 13.6 △ 1.4 180,710 14.0 2.6104,544 8.0 0.6 103,892 8.1 △ 13.91,307,559 100.0 1.4 1,289,948 100.0 △ 0.5目的別決算額の構成比の推移目的別決算額の構成比の推移目的別決算額の構成比の推移目的別決算額の構成比の推移26年度 25年度 24年度 23年度 22年度9.9 10.4 9.8 9.3 10.433.4 31.9 31.4 30.5 28.710.0 9.7 10.1 10.6 10.12.1 2.0 2.3 2.3 2.412.8 13.4 12.9 13.1 14.69.7 10.5 10.4 10.1 10.80.5 0.1 0.1 0.4 0.513.6 14.0 13.6 14.0 13.58.0 8.1 9.4 9.7 9.0100.0 100.0 100.0 100.0 100.0（注）各表の計数は，表示単位未満の数値を四捨五入しているため，差引等において一致しない場合がある。

（単位：％）
衛 生 費
公 債 費

区 分

区　　　分総 務 費民 生 費
そ の 他合 計公 債 費災 害 復 旧 費土 木 費教 育 費

町
農 林 水 産 業 費

そ の 他合 計
農 林 水 産 業 費土 木 費教 育 費災 害 復 旧 費

24年度

　義務的経費は，社会福祉関係経費の充実や臨時福祉給付金給付事業等による扶助費の増加（5.3％）等により，2.4％の増となった。　また，投資的経費は，地域の元気臨時交付金事業の終了等による補助事業費の減少（△22.4％）により，3.4％の減となった。　その結果，歳出総額では1.4％の増となった。

衛 生 費

23年度 22年度
26年度 25年度総 務 費民 生 費

市 町 計
区 分 25年度26年度大 都 市都 市



性質別決算額と増減率性質別決算額と増減率性質別決算額と増減率性質別決算額と増減率 （単位：百万円，％）構成比 構成比682,751 52.2 666,793 51.7 15,958 2.4 △ 0.4208,437 15.9 204,808 15.9 3,629 1.8 △ 4.9296,292 22.7 281,459 21.8 14,833 5.3 1.2178,022 13.6 180,527 14.0 △ 2,505 △ 1.4 2.6158,369 12.1 163,867 12.7 △ 5,498 △ 3.4 6.7151,368 11.6 162,350 12.6 △ 10,982 △ 6.8 6.8うち補助事業費 67,795 5.2 87,375 6.8 △ 19,580 △ 22.4 21.1うち単独事業費 78,248 6.0 74,975 5.8 3,273 4.4 △ 6.17,002 0.5 1,517 0.1 5,485 361.6 △ 1.6466,439 35.7 459,287 35.6 7,152 1.6 △ 3.0147,846 11.3 140,210 10.9 7,636 5.4 0.4102,041 7.8 102,662 8.0 △ 621 △ 0.6 2.1216,552 16.6 216,415 16.8 137 0.1 △ 7.31,307,559 100.0 1,289,948 100.0 17,611 1.4 △ 0.5（注） 各表の計数は，表示単位未満の数値を四捨五入しているため，差引等において一致しない場合がある。

25年度

災 害 復 旧 事 業 費そ の 他 の 経 費

伸び率 前年度伸び率義 務 的 経 費区 分 26年度 増減額
公 債 費投 資 的 経 費普 通 建 設 事 業 費
人 件 費

歳 出 合 計（注）普通建設事業費うち補助事業費には，国直轄事業負担金及び受託事業費のうち補助事業費を含む。また，うち単独事業　　費には，県営事業負担金，同級他団体施行事業負担金及び受託事業のうち単独事業費を含む。

扶 助 費
物 件 費補 助 費 等そ の 他

715 578 722 874 691
994 903 798 750 823

02004006008001,0001,2001,4001,6001,800

22 23 24 25 26

（単位：億円）
単独事業費補助事業費

第第第第4444図図図図 普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費のののの推移推移推移推移2,239 2,242 2,154 2,048 2,0842,622 2,751 2,780 2,815 2,9631,811 1,839 1,759 1,805 1,780
01,0002,0003,0004,0005,0006,0007,0008,000

22 23 24 25 26

（単位：億円）
公債費扶助費人件費

第第第第3333図図図図 義務的経費義務的経費義務的経費義務的経費のののの推移推移推移推移
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５　将来にわたる財政負担５　将来にわたる財政負担５　将来にわたる財政負担５　将来にわたる財政負担

○○ 地方債現在高の推移地方債現在高の推移地方債現在高の推移地方債現在高の推移 （単位：百万円，％）1,850,145 1,844,890 1,849,624 1,817,367 1,817,283(1,277,447) (1,320,099) (1,380,450) (1,401,636) (1,452,867)0.3 △ 0.3 1.8 0.0 1.1255.9 254.2 256.6 252.7 252.6207,927 206,507 138,786 197,596 179,538地方債発行額の推移地方債発行額の推移地方債発行額の推移地方債発行額の推移 （単位：百万円，％）158,635 148,845 178,957 153,842 169,899(70,248) (△ 74,324) (△ 69,493) (△ 65,559) (△ 72,625)6.6 △ 16.8 16.3 △ 9.5 28.5177,972 180,465 175,876 183,851 181,038△ 1.4 2.6 △ 4.3 1.6 0.5積立基金現在高の推移積立基金現在高の推移積立基金現在高の推移積立基金現在高の推移 （単位：百万円，％）106,884 102,562 90,578 88,779 81,293伸 び 率 4.2 13.2 2.0 9.2 25.815,814 16,800 14,437 14,557 14,194伸 び 率 △ 5.9 16.4 △ 0.8 2.6 19.789,463 81,711 75,667 74,625 73,283伸 び 率 9.5 8.0 1.4 1.8 4.1212,161 201,073 180,682 177,961 168,770伸 び 率 5.5 11.3 1.5 5.4 14.9将来にわたる実質的な財政負担の推移将来にわたる実質的な財政負担の推移将来にわたる実質的な財政負担の推移将来にわたる実質的な財政負担の推移 （単位：百万円）(A)(B)(C)((A+B)-C)※　将来にわたる実質的な財政負担＝（地方債現在高＋債務負担行為現在高）－積立基金現在高債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額の目的別推移債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額の目的別推移債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額の目的別推移債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額の目的別推移 （単位：百万円）78,360 81,836 67,458 111,121 88,776258 297 308 324 607129,309 124,374 71,020 86,151 90,155207,927 206,507 138,786 197,596 179,5380.7 48.8 △ 29.8 10.1 △ 8.1（注）各表の計数は，表示単位未満の数値を四捨五入しているため，差引等において一致しない場合がある。
22年度

（注）標準財政規模は臨時財政対策債発行可能額を含めている。 22年度23年度地 方 債 発 行 額 の 推 移 24年度26年度（臨時財政対策債）
財 政 調 整 基 金

1,850,324

伸 び 率地 方 債 償 還 額 の 推 移

1,844,8901,845,911 206,507201,073
増 減 率

24年度 23年度25年度

25年度 24年度 23年度
25年度合 計 26年度

26年度 22年度

207,927212,161
減 債 基 金区 分

合 計
地 方 債 現 在 高

債務保証又は損失補償に係るものそ の 他

伸 び 率

物件費等の購入に係るもの
債 務 負 担 行 為 現 在 高区 分

伸 び 率標準財政規模に占める割合
25年度

地 方 債 現 在 高 の 推 移（臨時財政対策債除き）債 務 負 担 行 為 現 在 高区 分

1,850,145
区 分 26年度

その他の特定目的基金
積 立 基 金 現 在 高将来にわたる実質的な財政負担

26年度　積立基金現在高は前年度に比べ，財政調整基金が43億円（4.2％）の増，減債基金が10億円（5.9％）の減，その他の特定目的基金が78億円（9.5％）の増となり，全体では111億円（5.5％）の増となった。区 分 22年度
　地方債現在高は，臨時財政対策債の現在高が479億円増加したため，前年度に比べ53億円（0.3％）の増となった。　積立基金現在高は，前年度に比べ111億円（5.5％）の増となった。

23年度24年度
　地方債現在高の標準財政規模に対する比率も，前年度に比べ1.7ポイント増加して，255.9％となった。

25年度



地方債区分別現在高の状況地方債区分別現在高の状況地方債区分別現在高の状況地方債区分別現在高の状況 （単位：百万円，％）構成比 構成比141,937 7.7 147,642 8.0 △ 5,705 △ 3.936,004 1.9 37,682 2.0 △ 1,678 △ 4.54,211 0.2 3,712 0.2 499 13.461,936 3.3 65,687 3.6 △ 3,751 △ 5.738,901 2.1 39,524 2.1 △ 623 △ 1.6644,168 34.8 665,774 36.1 △ 21,606 △ 3.242,935 2.3 48,188 2.6 △ 5,253 △ 10.9180,142 9.7 172,779 9.4 7,363 4.3197,328 10.7 212,852 11.5 △ 15,524 △ 7.365,370 3.5 62,406 3.4 2,964 4.71,638 0.1 2,146 0.1 △ 508 △ 23.73,128 0.2 4,246 0.2 △ 1,118 △ 26.319,258 1.0 21,337 1.2 △ 2,079 △ 9.743,137 2.3 49,541 2.7 △ 6,404 △ 12.9572,698 31.0 524,791 28.4 47,907 9.1217,759 11.8 220,404 11.9 △ 2,645 △ 1.21,850,145 100.0 1,844,890 100.0 5,255 0.31,277,447 69.0 1,320,099 71.6 △ 42,652 △ 3.2（注）各表の計数は，表示単位未満の数値を四捨五入しているため，差引等において一致しない場合がある。
過 疎 対 策 事 業 債財 源 対 策 債
一 般 単 独 事 業 債学校教育施設等整備事業債

厚生福祉施設整備事業債
うち地域総合整備事業債うち地方道路等整備事業債
臨時財政対策債除き

公 営 住 宅 建 設 事 業 債
公共用地先行取得等事業債うち旧合併特例事業債

増減率区 分 26年度 増減額25年度公 共 事 業 等 債

そ の 他合 計臨 時 財 政 対 策 債

災 害 復 旧 事 業 債一 般 廃 棄 物 処 理 事 業 債
減 税 補 て ん 債
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６　財政構造の弾力性６　財政構造の弾力性６　財政構造の弾力性６　財政構造の弾力性○○ 経常収支比率の推移経常収支比率の推移経常収支比率の推移経常収支比率の推移 （単位：％）経常収支比率 94.0 92.4 93.8 93.5 91.9うち人件費 24.3 23.9 25.4 26.0 25.5うち扶助費 11.7 11.3 11.2 10.6 10.4うち補助費等 9.2 9.3 9.6 9.2 9.2うち公債費 21.8 22.0 22.3 22.5 22.2うち繰出金 11.0 10.7 10.4 10.5 10.2公債費負担比率，実質公債費比率，将来負担比率の推移公債費負担比率，実質公債費比率，将来負担比率の推移公債費負担比率，実質公債費比率，将来負担比率の推移公債費負担比率，実質公債費比率，将来負担比率の推移 （単位：％）20.1 20.3 20.4 21.2 20.311.7 12.3 12.6 13.1 13.4118.6 123.2 136.3 144.2 154.7経常収支比率別の団体分布状況経常収支比率別の団体分布状況経常収支比率別の団体分布状況経常収支比率別の団体分布状況 （単位：団体）26年度(A) 25年度(B) 増減(A-B)1 0 16 5 16 7 △ 110 11 △ 1公債費負担比率の団体分布公債費負担比率の団体分布公債費負担比率の団体分布公債費負担比率の団体分布 （単位：団体） 実質公債費比率の団体分布状況実質公債費比率の団体分布状況実質公債費比率の団体分布状況実質公債費比率の団体分布状況 （単位：団体）26年度 25年度 26年度 25年度20 ％ 以 上 11 13 18 ％ 以上 1 120 ％ 未 満 12 10 18 ％ 未満 22 22将来負担比率の団体分布状況将来負担比率の団体分布状況将来負担比率の団体分布状況将来負担比率の団体分布状況 （単位：団体）26年度 25年度0 02 25 611 105 5将来負担比率なし

区 分団 体 数
0％以上100％未満300％以上200％以上300％未満100％以上200％未満

区 分
区分団 体 数 団体数

90％未満90％以上 95％未満

　実質公債費比率は，前年度に比べ0.6ポイント改善し，11.7％となった。地方債の発行に許可が必要となる18％以上の団体は，前年度と同じ1団体であった。

公 債 費 負 担 比 率実 質 公 債 費 比 率 25年度 24年度 23年度
95％以上100％未満100％以上

将 来 負 担 比 率
22年度

団体数
区 分 26年度
区 分

　経常収支比率は，前年度と比べ1.6ポイント増加し，94.0％となった。また，実質公債費比率は11.7％，将来負担比率は118.6％となり，早期健全化基準を超えた団体はなかった。
区 分 24年度 23年度 22年度26年度

　経常収支比率は，分子である経常経費充当一般財源（歳出）が扶助費や物件費の増等により増加したことで，前年度に比べ1.6ポイント増加し，94.0％となった。全23団体のうち13団体が90％を超えており，依然として財政構造の硬直化が懸念される。
25年度



（単位：百万円，％）
広 島 市 559,781 0.3 207,355 1.5 37,240 1.5 554,127 0.5 306,660 2.4 58,677 ▲ 6.9 2,382呉 市 107,654 8.9 31,729 ▲ 0.8 23,121 ▲ 0.2 106,005 10.2 57,681 3.0 16,286 76.6 1,437竹 原 市 12,215 ▲ 3.5 3,917 ▲ 2.5 2,572 3.4 12,057 ▲ 3.2 5,555 5.0 1,369 ▲ 34.8 121三 原 市 47,965 1.6 14,835 2.1 10,963 1.4 47,216 2.4 23,974 3.4 7,005 ▲ 7.6 573尾 道 市 62,291 4.2 18,787 ▲ 2.5 15,335 1.2 61,032 4.4 30,099 4.0 9,555 25.4 820福 山 市 173,401 1.7 74,451 0.0 18,500 3.2 168,699 1.0 91,943 0.8 12,119 ▲ 10.1 4,121府 中 市 20,781 4.2 5,424 1.2 6,307 3.5 20,066 4.6 9,648 1.0 3,133 21.6 437三 次 市 46,039 5.3 7,263 2.2 17,466 ▲ 0.3 44,815 5.5 17,604 3.5 10,933 14.7 970庄 原 市 32,366 1.3 4,252 1.0 16,014 ▲ 1.0 31,013 0.2 13,916 2.5 5,124 ▲ 6.6 905大 竹 市 13,188 ▲ 4.1 5,502 ▲ 1.4 1,339 14.7 13,034 ▲ 4.8 6,598 1.7 1,727 ▲ 32.4 120東 広 島 市 79,585 1.9 29,149 ▲ 9.9 11,317 0.1 76,437 3.6 38,436 1.3 10,219 ▲ 16.6 2,295廿 日 市 市 46,419 3.7 15,887 1.5 9,573 ▲ 1.6 45,876 3.4 23,207 2.8 6,118 6.7 417安 芸 高 田 市 21,136 ▲ 7.8 3,613 0.4 9,902 ▲ 2.8 20,355 ▲ 8.3 10,234 2.4 1,932 ▲ 48.7 614江 田 島 市 15,304 ▲ 6.7 2,686 ▲ 2.3 7,050 0.6 14,839 ▲ 6.1 6,935 0.7 1,741 ▲ 35.4 399府 中 町 14,961 5.6 6,949 3.1 1,416 60.1 14,688 3.9 8,808 16.7 1,239 ▲ 37.6 234海 田 町 10,422 4.1 4,201 4.1 1,284 5.1 10,084 4.0 4,597 3.7 2,058 7.1 270熊 野 町 7,888 ▲ 20.9 2,340 0.9 2,098 0.2 7,711 ▲ 21.2 3,297 5.8 487 ▲ 75.0 173坂 町 6,410 4.5 2,433 6.0 851 2.6 6,199 7.0 2,340 2.4 1,318 15.0 136安 芸 太 田 町 8,944 4.7 961 2.8 4,307 ▲ 3.5 8,387 3.1 2,796 ▲ 1.0 1,441 24.5 497北 広 島 町 16,951 ▲ 4.9 3,017 2.7 7,104 ▲ 2.8 16,305 ▲ 4.9 7,314 0.9 2,182 ▲ 32.9 581大 崎 上 島 町 6,996 ▲ 6.9 1,212 ▲ 3.9 3,385 ▲ 3.1 6,701 ▲ 7.5 2,863 ▲ 3.0 494 ▲ 8.1 210世 羅 町 12,039 0.8 2,157 0.0 5,569 ▲ 2.7 11,498 0.3 4,542 ▲ 1.4 1,768 ▲ 13.6 371神 石 高 原 町 11,010 ▲ 14.5 1,209 ▲ 1.5 5,802 ▲ 2.0 10,415 ▲ 15.1 3,704 ▲ 3.0 1,445 ▲ 35.3 547計 1,333,748 1.2 449,330 0.1 218,516 0.5 1,307,559 1.4 682,751 2.4 158,369 ▲ 3.4 18,630〃（ 政 令 市 除 き ） 773,967 1.9 241,975 ▲ 1.1 181,275 0.4 753,432 2.0 376,091 2.4 99,692 ▲ 1.1 16,247（注１）団体ごとに百万円単位で四捨五入しているため，計において一致しない場合がある。（注２）実質収支　･･･歳入歳出差引額－翌年度に繰り越すべき財源

対前年度増減率 対前年度増減率 対前年度増減率 対前年度増減率 対前年度増減率 対前年度増減率
平成26年度　市町別普通会計決算の状況区　分 歳入総額 歳出総額 実質収支地方税等 地方交付税 義務的経費 投資的経費



（単位：百万円，％）
広 島 市 97.7 1.3 992,804 1.3 11,486 ▲ 2.3 0.82 0.01呉 市 96.7 2.0 130,282 0.4 8,889 ▲ 0.2 0.61 0.01竹 原 市 98.2 4.0 11,185 3.6 1,953 ▲ 5.0 0.62 0.00三 原 市 91.0 0.6 60,834 ▲ 3.5 7,309 20.9 0.60 ▲ 0.02尾 道 市 93.4 2.2 69,139 1.7 6,165 10.1 0.60 0.00福 山 市 88.5 0.0 151,143 ▲ 2.6 17,763 ▲ 7.8 0.81 0.01府 中 市 93.6 ▲ 2.5 24,018 ▲ 1.6 2,438 14.8 0.48 0.00三 次 市 90.9 ▲ 0.2 54,344 ▲ 0.1 4,141 ▲ 10.8 0.33 0.00庄 原 市 94.7 1.2 40,487 ▲ 4.3 3,179 ▲ 4.7 0.26 0.00大 竹 市 96.7 ▲ 1.3 21,025 0.4 1,164 0.9 0.84 ▲ 0.02東 広 島 市 89.4 8.7 84,728 1.2 15,861 6.9 0.81 ▲ 0.01廿 日 市 市 97.1 1.2 56,619 1.1 7,902 5.4 0.65 ▲ 0.01安 芸 高 田 市 91.3 3.2 32,076 ▲ 3.6 3,514 8.0 0.33 0.01江 田 島 市 89.4 0.2 17,339 ▲ 3.4 5,684 11.7 0.34 ▲ 0.01府 中 町 100.6 4.0 18,970 0.1 1,049 0.6 0.87 0.00海 田 町 85.0 ▲ 1.6 9,413 5.8 3,012 8.7 0.79 0.00熊 野 町 96.6 3.7 6,405 ▲ 2.5 1,535 ▲ 5.7 0.53 0.00坂 町 81.8 ▲ 0.1 4,818 ▲ 0.2 1,972 3.7 0.72 ▲ 0.02安 芸 太 田 町 87.3 1.7 10,370 5.7 2,776 7.1 0.21 0.00北 広 島 町 88.9 0.3 18,377 ▲ 1.8 2,691 3.2 0.34 0.00大 崎 上 島 町 85.5 2.0 9,582 ▲ 6.4 3,387 7.6 0.31 ▲ 0.01世 羅 町 87.6 3.2 13,036 ▲ 4.1 3,589 ▲ 1.0 0.32 0.00神 石 高 原 町 76.7 0.1 13,151 ▲ 3.2 5,240 16.7 0.22 0.00計 94.0 1.6 1,850,145 0.3 122,698 2.8 － －〃（ 政 令 市 除 き ） 91.7 1.8 857,342 ▲ 0.9 111,212 3.3 － －（注１）団体ごとに百万円単位で四捨五入しているため，計において一致しない場合がある。（注２）経常収支比率　　…　経常一般財源総額に対する経常経費充当一般財源の割合

区　分 経常収支比率 地方債現在高 財調・減債基金現在高 財政力指数対前年度増減 対前年度増減率 対前年度増減率 対前年度増減


